
平成２６年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞
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⑵　事務事業の業務改善について
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救急救命士養成事業

２節　生活の豊かさを実感できる流山（生活環境の整備） 主管課 消防総務課

会計 小事大事

０１

目項

０９ ０１ ０１ ０７ ５１

対象

救急隊員を救急救命研修所に派遣し研修後、国家試験を受験させ救急救命士の資格を取得さ
せる。
また、既に資格を取得し業務に従事している救命士に対しても知識技術の維持向上のため、
医療機関にて再教育を受けさせるほか、救急救命士の処置拡大に伴う追加講習、救急隊員と
して必要な基本教育を習得するため千葉県消防学校へ派遣している。

高度な救命処置を要望する国民の声が高まり、平成３年４月に救急救命士法が施行された。
平成１２年消防庁告示第１号により、救急車１台につき３名の隊員が必要だが、そのうち１
名以上は救急救命士であることが求められている。

救急救命士の資格を取得し、高度救急への対応能力を備え
る。

主管課長吉野　康雄自然災害・都市災害への備えと予防

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

救急隊員 意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

救命研修所派遣人数 1 1 1 人 →→

6 6

平成2５年度

3,530,400 3,555,884

0.50

人 →→6

3,891,680

3,530,400 3,555,884 3,891,680

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

7,119,400 7,049,384 7,346,313

救急救命士の救急車搭乗率は、100％で
ある。
また、148件の心肺停止事案に対して救
急救命士が105件の救命処置を行い
その内3名の方が社会復帰を遂げていま
す。

平成2４年度 平成2６年度

3,589,000 3,493,500 3,454,633

0.50 0.50

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

Ａ　必要性が高まる
と考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取り組
みの課題

救命研修所に入所を希望する職員を増
やす。

④今後の
改善計画

現在の有資格者の将来的な高齢化を含
め、今後も計画的に救急救命士を養成
する。

①今年度
(H2６)の
改善計画

②今年度
(H2６)に
実施した
取り組み

より高度な救急処置を施すには救急救
命士の資格が必須条件である。

1名救命研修所に入所し、国家試験合
格。


